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　　　提　案　理　由

　台風第15号等による復旧事業費等を補正したいので提案する。

横 浜 市 長　　　林　　　文   子

　　　令和元年12月６日提出

第３条　市債の変更は、「第３表　市債補正」による。

　（市債の補正）

ろによる。

　（歳入歳出予算の補正）

　（債務負担行為の補正）

第２条　債務負担行為の追加は、「第２表　債務負担行為補正」による。

　（繰越明許費の補正）

第４条　繰越明許費の追加は、「第４表　繰越明許費補正」による。

市第110号議案

　　　令和元年度横浜市一般会計補正予算（第３号）

令和元年度横浜市の一般会計補正予算（第３号）は、次に定めるとこ

正後の歳入歳出予算の金額は、「第１表 歳入歳出予算補正」による。

　る。

２ 歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補

第１条 歳入歳出予算の総額に歳入歳出それぞれ 4,467,000 千円を追加

し、歳入歳出予算の総額を歳入歳出それぞれ 1,774,839,555 千円とす
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第１表　歳入歳出予算補正

  　歳  　　入

補 正 前 の 額 計

1 市 税 839,317,432 54,000 839,371,432

2 固 定 資 産 税 276,191,432 54,000 276,245,432

14 地 方 交 付 税 20,500,000 216,000 20,716,000

1 地 方 交 付 税 20,500,000 216,000 20,716,000

18 国 庫 支 出 金 324,278,718 1,326,000 325,604,718

2 国 庫 補 助 金 48,718,110 1,326,000 50,044,110

25 市 債 172,145,000 2,871,000 175,016,000

1 市 債 172,145,000 2,871,000 175,016,000

1,770,372,555 4,467,000 1,774,839,555

款 項

歳 入 合 計

補 正 額

千円 千円千円
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補 正 前 の 額 計

10 建 築 費 24,487,664 540,000 25,027,664

2 住 宅 費 12,122,183 540,000 12,662,183

13 港 湾 費 21,954,720 3,587,000 25,541,720

1 港 湾 管 理 費 7,990,137 3,587,000 11,577,137

14 消 防 費 40,866,369 340,000 41,206,369

1 消 防 費 40,866,369 340,000 41,206,369

1,770,372,555 4,467,000 1,774,839,555

  　歳  　　出

款 項 補 正 額

歳 出 合 計

千円 千円千円
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　 第２表　債務負担行為補正

　　 新たに債務負担行為をするもの

金沢水際線護岸再整備工事請
負契約の締結に係る予算外義
務負担

令 和 ２ 年 度 限 度 額 2,500,000千円

事　　　　　　項 期　　　間 限　　　　　　度　　　　　　 額
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　 第３表　市 債 補 正

限度額 起債の方法 利率 償還の方法 限度額 起債の方法 利率 償還の方法

千円 千円

港湾施設等
維 持 費

－ 2,531,000

航 空 活 動
施設整備費

－ 340,000

計 172,145,000 175,016,000

起債の目的
補　　　　　　　正　　　　　　　前 補　　　　　　　正　　　　　　　後

　市債証券の

発行または普

通貸借の方法

による。

　起債の時期

は令和元会計

年度。ただし、

その全部また

は一部を翌年

度以後に繰り

越し、起債す

ることができ

る。

　外国通貨に

より起債する

場合には、そ

の限度額は、

前記金額の全

部または一部

を、起債日に

おける外国為

替相場で換算

した金額によ

ることができ

る。また、こ

の場合におい

て、市債証券

を紛失または

滅失したもの

に交付するた

め必要あると

きは、限度額

欄に規定する

もののほか、

市債証券を発

行することが

できる。

　起債年度

の翌年度か

ら据置期間

を含め、30

年以内に償

還する。た

だし、本期

間中、未償

還額の範囲

内において

借り換える

ことができ

る。

　公的資金

を借り入れ

る場合は、

その融通条

件による。

　市債証券の

発行または普

通貸借の方法

による。

　起債の時期

は令和元会計

年度。ただし、

その全部また

は一部を翌年

度以後に繰り

越し、起債す

ることができ

る。

　外国通貨に

より起債する

場合には、そ

の限度額は、

前記金額の全

部または一部

を、起債日に

おける外国為

替相場で換算

した金額によ

ることができ

る。また、こ

の場合におい

て、市債証券

を紛失または

滅失したもの

に交付するた

め必要あると

きは、限度額

欄に規定する

もののほか、

市債証券を発

行することが

できる。

　起債年度

の翌年度か

ら据置期間

を含め、30

年以内に償

還する。た

だし、本期

間中、未償

還額の範囲

内において

借り換える

ことができ

る。

　公的資金

を借り入れ

る場合は、

その融通条

件による。

 5.0％

以内

  ただ

し、利

率見直

し方式

で借り

入れる

資金に

つい

て、利

率の見

直しを

行った

後にお

いて

は、当

該見直

し後の

利率と

する。

 5.0％

以内

  ただ

し、利

率見直

し方式

で借り

入れる

資金に

つい

て、利

率の見

直しを

行った

後にお

いて

は、当

該見直

し後の

利率と

する。
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事　　業　　名 金　　額 事　　業　　名 金　　額

10 建 築 費 2 住 宅 費 ―
住宅修繕緊急支援
事業

540,000

13 港 湾 費 1 港 湾 管 理 費 ―
港湾施設等復旧事
業

3,587,000

14 消 防 費 1 消 防 費 ―
消防ヘリコプター
復旧事業

340,000

15 教 育 費 8 教育施設整備費 ― 学校特別営繕事業 135,000

15 教 育 費 8 教育施設整備費 ―
エレベータ設置事
業

96,000

4,875,000 9,573,000

   第４表　繰越明許費補正

款 項
補　　　　　正　　　　　前 補　　　　　正　　　　　後

設　　定　　額　　合　　計

千円千円




